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１．学校の教育目標　平成２９年度

＜ビジョン＞「地域の医療・福祉を包括的に支援できる組織になる」

＜実現に向けたテーマ＞地域社会から必要とされる組織であり続ける。
　　　　　　　　　　　　　　　　地域社会から必要とされる人材を提供する。

＜基本方針＞※具体的な方策
１　教育　合格率１００％（国家資格・資格試験）
　　　　　　就職率１００％
　　　　　　退学率の低減
２　企業や地域との社会連携・社会貢献
３　留学生の受入れ・海外教育機関との連携
４　学園グループ内の連携活性化による教育面での組織力向上

２．本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画

１　教育　合格率１００％（国家資格・資格試験）
　　　　　　就職率１００％
　　　　　　退学率の低減（学生数の６％以下）
 
２　企業や地域との社会連携・社会貢献

３　教育を通じた国際貢献　・・・　留学生の人材育成と働く場の創出

４　学校に併設する社会福祉施設との教育的連携



（１） 教育理念・目標

評価項目

・学校の理念・目的・育成人材像は定められ
ているか。
（専門分野の特性が明確になっているか）

4 3 2 1

学校の理念は，学生便覧等にも掲示され明確である。「等
しく可能性を信じ」，「専門分野の深い知識」のみならず，
「誠実，気力，知恵と行動力」を育むことで「社会に貢献」
する姿勢は専門学校の理念として相応しく，相応の人格と
専門分野での知識・技能を備えた信頼される社会人を輩
出することで社会に貢献することが目的である。

・学校における職業教育の特色は何か。 4 3 2 1

各学科とも専門的な経験を積んだ専任教員を中心に，各
業界との連携を重視し，理論と実践のバランスのとれた教
育をモットーとしている。各業界の現場で活躍する非常勤
講師を豊富にそろえ，学生に適切な現場実習の機会を提
供するよう努めている。

・社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将
来構想を抱いているか。

4 3 2 1
今後，さらに進行する少子高齢化に備え，老人福祉施設
や地域社会との密接な連携を推進し，社会のニーズに
合った将来を見通した学校経営を計画している。

・学校の理念・目的・育成人材像・特色・将
来構想などが学生・保護者等に周知されて
いるか。

4 3 2 1

オープンキャンパス等の入学前ガイダンスを通じて，ま
た，入学後も保護者説明会，オリエンテーション，定期的
校内広報紙等を通じて，繰り返し周知を図っている。全校
生に対するクラスごとの個別面談や，スポーツ大会，学園
祭など各種校内行事での学生からの聞き取り，学生満足
度アンケート調査などを利用して，周知状況は確認してい
る。学生や保護者などからの，周知不足によるクレームは
ない。

・各学科の教育目標，育成人材像は，学科
等に対応する業界のニーズに向けて方向づ
けられているか。

4 3 2 1

職業実践専門課程の運営にあたり，各学科と関連業界と
の情報交換は年間を通じての分科会も設定するなど，
年々充実しており，将来的な業界のニーズに対する理解
も深まっている。卒業生が将来的な業界のニーズにも応
えられるように，各学科ごとのディプロマポリシーを定めて
いる。

３．評価項目の達成及び取組状況

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

関係業界からの求人は漸増傾向にあり，人材育成への社会的要請は増大しているが，高校生が減少する一方
で県外就職率が高く，この地域でその職種を志望する若者が減少しつつあり，それに十分に応えるほどの人材
の数が供給できていない。

高校生中心の学生募集にも力をいれているが，社会人のリカレント教育も視野に入れた学生募集，及び，外国
人留学生の更なる積極的な受入れによって，地域での需要に応えられる人材養成機関としての充実を図る。

なし

②今後の改善方策

①課題

③特記事項



（２） 学校運営

評価項目

・目的等に沿った運営方針が策定されているか。 4 3 2 1

地域の医療・福祉を包括的に支援できる教育機
関として成長するという学校の目的を実現するた
め，同一グループ内の社会福祉施設はもちろん，
地域の病院，福祉施設，整骨院等の業界との連
携を推進し，より実践的な教育を目指した運営方
針が策定されている。

・運営方針に沿った事業計画が策定されている
か。

4 3 2 1

事業計画は，地域の医療・福祉を包括的に支援
できる教育機関となるという学校の運営方針に
沿って，毎年度初めに２年，３年後までの具体的
な事業計画が発表されている。

・運営組織や意思決定機能は，規則等において明
確化されているか，有効に機能しているか。

4 3 2 1
学校運営方針に基づき，各種委員会組織を設置
し，定期的な部課長・学科長会議および職員会議
を開催し，具体的な活動計画を定めている。

・人事、給与に関する規定等は整備されているか。 4 3 2 1 就業規則により明確に定められている。

・教務・財務等の組織整備など意思決定システム
は整備されているか。

4 3 2 1
教務担当の教務部と総務部学務課、財務担当の
総務部総務課がそれぞれ整備されている。

・業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制
が整備されているか。

4 3 2 1
地域自治会への積極的参加，教育課程編成委員
会等を通じて、業界や地域社会へのコンプライア
ンス体制が整備されている。

・教育活動等に関する情報公開が適切になされて
いるか。

4 3 2 1

教育課程編成委員会、学校ホームページや、学
生募集活動におけるガイダンスやオープンキャン
パスなどを通じて、積極的に教育活動等を外部に
対して情報公開している。求められている内容に
ついて，可能な限りの手段で積極的に外部への
情報公開をしている。

・情報システム化等による業務の効率化が図られ
ているか。

4 3 2 1

従来から学校内情報システムのネットワークが整
備されていたが、現在、より機能を充実させた自
社開発の新システムがほぼ完成し，運用を始め
ている。従来のシステムに比べて，さらに有効に
機能している。

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

①課題

②今後の改善方策

③特記事項

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

ネットワークセキュリティの向上、データバックアップ体制の強化。教務学務システムと学生募集管理システム
の連携・統合。

従来から進めていた学務関係ソフトの基本部分が完成したので，今後，機能を強化しながら，学内の情報シス
テムの能力を向上させていく。



（３） 教育活動

評価項目

・教育理念等に沿った教育課程の編成・実
施方針等が策定されているか。

4 3 2 1
本校の教育理念に基づき，関連業界とも連携しながら社会に
役立つ人材の育成に向けて，実践的な職業教育を意識して教
育課程の編成と実施が実行されている。

・教育理念，育成人材像や業界のニーズを
踏まえた学科の修業年限に対応した教育
到達レベルや学習時間の確保は明確にさ
れているか。

4 3 2 1
養成施設指定規則に基づき修業年限や学習時間，目標とする
到達レベルが明確にされている。

・学科等のカリキュラムは体系的に編成さ
れているか。

4 3 2 1
養成施設指定規則に基づき体系的なカリキュラム編成を行っ
ている。

・キャリア教育・実践的な職業教育の視点に
立ったカリキュラムや教育方法の工夫・開
発などが実施されているか。

4 3 2 1
キャリアサポータとして認定されている職員が２名いる。また，
教育課程編成委員会等を通じてより実践に近い形での教育が
行われるよう工夫に努めている。

・関連分野における実践的な職業教育（産
学連携によるインターンシップ，実技・実習
等）が体系的に位置づけられているか。

4 3 2 1
臨床実習を通して，産学連携による実践的な職業教育がなさ
れている。

・授業評価の実施・評価体制はあるか。 4 3 2 1
前期と後期の終わりに，すべてのクラスで授業評価アンケート
を実施し，アンケート結果を集計し，各教員で供覧し授業改善
のＰＤＣＡの評価材料としている。

・職業教育に対する外部関係者からの評価
を取り入れているか。

4 3 2 1
専門課程はいずれも職業実践専門課程として認可を受けてお
り，教育過程編成委員会およびその分科会も開き，外部評価
を受けている。

・成績評価・単位認定，進級・卒業判定
の基準は明確になっているか。

4 3 2 1
学則および各種規定に基づき，成績評価，単位認定，進級判
定，卒業判定の基準は明確にされている。

・資格取得等に関する指導体制，カリキュラ
ムの中での体系的な位置づけはあるか。

4 3 2 1
養成施設指定規則に基づき，資格取得に関する指導体制，カ
リキュラムなどが体系的に位置付けられている。

・人材育成目標の達成に向け授業を行うこ
とができる要件を備えた教員を確保してい
るか。

4 3 2 1
国家資格の養成施設指定規則に則り，適切な資格要件はもち
ろん，臨床指導力も優れた教員を確保している。

・関連分野における業界等との連携におい
て優れた教員（本務・兼務含む）を確保する
などマネジメントが行われているか。

4 3 2 1

教員の一部は，関連業界との連携を深め実践的な知識と技術
を維持するように，臨床現場も業務の中に組み込みながら，教
育業務とのバランスをとっている。関連業界とは教育課程編成
委員会や学校関係者評価委員会などを通じて，定期的に現場
と学校教員との意識や知識の共有を図っている。

・関連分野における先端的な知識・技能等
を修得するための研修や教員の指導力育
成など資質向上のための取組が行われて
いるか。

4 3 2 1
教員が関連の主要な学会に参加して，研鑽を積む取り組みを
している。また，全教職員に対して，全般的な指導力向上のた
めの研修を定期的に行っている。

・職員の能力開発のための研修等が行わ
れているか。

4 3 2 1
１月，３月，８月に全職員による教職員研修会を開催した。そ
の他，必要に応じて教職員を選び適宜，外部の研修に参加さ
せている。

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

①課題

②今後の改善方策

③特記事項

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

新カリキュラムに向けて臨床実習のさらなる充実によって，より実践的な教育活動を行っていく必要がある。

関連業界との連携をより深めて，日々進歩していく医療福祉の情報収集に努めていく。



（４） 学修成果

評価項目

・就職率の向上が図られている
か。

4 3 2 1 就職率は各学科とも毎年，100％近い高い水準で維持されている。

・資格取得率の向上が図られてい
るか。

4 3 2 1
資格取得率の向上は図られているが，その努力にもかかわらず今年
度の国家資格試験の合格率は，全体的に70％前後で，高いとは言え
なかった。

・退学率の低減が図られている
か。

4 3 2 1

問題を抱える学生およびその家族とは頻繁に面談を行い，退学率の
低減に努めてきた。今年度の除籍を含む退学者は在校生364名中23
名で，退学率は6.3％と，目標とする6％には届かなかったが。昨年の
6.8％からは若干減少させることはできた。

・卒業生・在校生の社会的な活躍
及び評価を把握しているか。

4 3 2 1
卒業生の業界での活躍の情報を在校生に周知して，学習意欲の向上
にある程度役立てている学科もあるが，取り組みがまだ充分とは言え
ない学科もある。

・卒業後のキャリア形成への効果
を把握し学校の教育活動の改善
に活用されているか。

4 3 2 1
同門会組織が充実して，卒業生の体験を聞く機会が多い学科もある。
その他の学科でも，外部講師による講習会を実施の際は，卒業生も
広く呼びかけ，キャリア形成の促進に努めている。

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

①課題

②今後の改善方策

③特記事項

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

・地道な教育努力にもかかわらず，今年度は国家試験合格率が全般的に７０％前後と低かった。
・卒後キャリア形成の活用度合いが，学科によりばらつきがある。

・低学年時から，これまで以上に国家試験合格を意識した授業を展開しながら，国家試験１００日前集会など新
しい試みも充実させ，さらに実習等を通して現場に触れる機会をより多く設けて，職業意識を高めていく。
・卒後キャリア形成の把握を充実させるよう各学科とも働きかけていく。



（５） 学生支援

評価項目

・進路・就職に関する支援体制は整
備されているか。

4 3 2 1
関係企業に呼びかけ校内で就職説明会を開くなど，在校生の就職活動
を支援し，卒業後も学園グループの人材紹介事業会社を通じて就職活
動の支援に努めている。

・学生相談に関する体制は整備され
ているか。

4 3 2 1
クラス担任を通じた相談、心理カウンセラー窓口を通じた相談等、複数
の相談窓口も整備している。

・学生に対する経済的な支援体制は
整備されているか。

4 3 2 1
各種の学校独自の授業料減免制度に加え，各種奨学金申請及び採用
にかかわる手続きの支援を積極的に行い，並行して経済的状況に応じ
た校納金分納の相談にも応じている。

・学生の健康管理を担う体制はある
か。

4 3 2 1
定期的な健康診断はもちろん，常勤看護師を中心とした衛生管理，生
活指導委員会を中心とした安全・衛生指導を通じて，学生の健康管理
の指導を徹底している。

・課外活動に対する支援体制は整備
されているか。

4 3 2 1 支援制度により学生団体活動が整備されていて，有効に機能している。

・学生の生活環境への支援は行わ
れているか。

4 3 2 1

遠隔地からの学生には，近隣の不動産業者の紹介を行うとともに，特に
島原地区からは往復のスクールバスを運行している。また，最寄の駅か
ら学校へのスクールバスを運行して，遠隔地からの通学者の支援を
行っている。

・保護者と適切に連携しているか。 4 3 2 1
入学前からの面談，入学後の保護者説明会，成績状況に応じた適宜の
保護者面談等を通じて，保護者との連携を重視している。

・卒業生への支援体制はあるか。 4 3 2 1
不定期ながら，主に卒業生を対象に上級の専門知識や技能の公開講
座を開いている。また，卒業生に対しても，就職や転職の情報交換の場
を提供し，卒業後の支援にも努めている。

・社会人のニーズを踏まえた教育環
境が整備されているか。

4 3 2 1
学校が高台中腹にあり，通学に若干負担があるため，働いている社会
人が多い夜間部の学生には，校内への車の乗入れを許可制にしてい
る。また，最寄り駅に，迎えのスクールバスを出している。

・高校・高等専修学校等との連携に
よるキャリア教育・職業教育の取組
が行われているか。

4 3 2 1
高校でのガイダンス授業に加え，今年度から高校の要望に応え正規の
時間割での定期的な出前授業を実施している。

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

①課題

②今後の改善方策

③特記事項

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

・不登校や成績不良の学生の対応には保護者等との連携が欠かせないが，連絡はとれるものの積極的な改善策
が施せない場合もあり，改善は望まれる。

入学前，入学当初からの保護者等に対し，在学中の学習および生活上の課題に関する情報提供を積極的に行
い，保護者等の学習への理解と参画意欲の向上を図る。



（６） 教育環境

評価項目

・施設・設備は，教育上の必要性に十分対応でき
るよう整備されているか。

4 3 2 1

施設基準は満たしており，なおかつ教室および共
有区域などはスペースを確保している。備品の一
部には開校以来の物もあり，老朽化しつつあるも
のもあるが，教育上の支障がないよう，備品管理
委員会が中心となって適時，更新している。

・学内外の実習施設，インターンシップ，海外研修
等について十分な教育体制を整備しているか。

4 3 2 1 学外の必要な臨床実習施設は確保している。

・防災に対する体制は整備されているか。 4 3 2 1
防災訓練は最低年１回は全校で実施している。
各設備の防災責任者が定められている。毎年
度，防災組織の指示系統が更新されている。

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

①課題

②今後の改善方策

③特記事項

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

・現時点での養成学科での臨床実習施設は確保できているが，次年度の柔道整復師養成施設とはり師きゅう
師養成施設の新カリキュラムに対応するための，新たな臨床実習施設を開拓していかなければならない。

卒業生や非常勤講師の働く病院や治療院等を基礎として，可能性のある地域の各施設の情報交換を密にする
とともに，関連業界と連携を取り，組織的に臨床実習施設の確保を進めていく。



（７） 学生の受入れ募集

評価項目

・学生募集活動は，適正に行わ
れているか。

4 3 2 1
高校新卒者の募集にあたって，入学試験を１０月以降に実施しているが，
出願については県の専門学校各種学校連合会での取り決めに沿う必要
がある。その他，学生募集は適正に行われている。

・学生募集活動において，教育成
果は正確に伝えられているか。

4 3 2 1
学生募集活動において，卒業生の就職率，資格試験の合格率，退学率な
ど，正確に伝えられている。

・学納金は妥当なものとなってい
るか。

4 3 2 1 本校の学納金は，同分野の他の学校の平均的な水準と同等である。

③特記事項

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

①課題

高校生の減少はこれからも続く一方で，大学進学率の向上及び高卒就職環境が改善しており募集の課題は多
い。
県外への進学・就職を希望す高校生も一定数いて，高卒新卒者の募集はさらに難しくなると予測される。

②今後の改善方策

募集活動手段の再検証を行う。併せてコストの見直しを行うことで安定した募集戦略を構築していく。
本校は以前より既卒者の在籍割合が高く、今後も新卒者以外の対象者の獲得者を目指し募集をしていく。
平成31年度募集については出願開始を10月1日としている。



（８） 財務

評価項目

・中期的に学校の財務基盤は安定しているといえ
るか。

4 3 2 1
少子高齢化の中，入学者数の確保のため学科等
の教育内容の刷新を行うとともに，経費の圧縮等
で財務基盤の安定化を図っている。

・予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなってい
るか。

4 3 2 1
予算作成に際して，理事長査定を実施し，適切な
予算管理を行っている。

・財務について会計監査が適性に行われている
か。

4 3 2 1 適時，内部監査を実施している。

・財務情報公開の体制整備はできているか。 4 3 2 1 公開している。

③特記事項

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

①課題

なし

②今後の改善方策

なし



（９） 法令等の遵守

評価項目

・法令，専修学校設置基準等の遵守と適性な運営
がなされているか。

4 3 2 1

学校教育法，養成施設指定規則等の法令に従っ
た適性な運営がなされており，申請書，届出書，
学校運営に係る記録等は確実に保管されてい
る。国や県の監督部署の指導調査で指摘された
事項は改善されている。

・個人情報に関し，その保護のための対策がとら
れているか。

4 3 2 1

学生個人調書等の個人記録は施錠できるキャビ
ネットに保管して部外者のアクセスを防止すると
共に，情報の持ち出しを禁じている。全職員を通
じて，個人情報管理意識の向上に努めている。

・自己評価の実施と問題点の改善を図っている
か。

4 3 2 1

学校自己評価委員会の下，各項目に対して，自
己評価を実施し，各部局，学科でそれぞれの問
題点は具体的に把握し，ＰＤＣＡによる点検と改
善を推進している。

・自己評価結果を公開しているか。 4 3 2 1
自己評価結果は学校ホームページ上で公開して
いる。

③特記事項

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

①課題

自己評価での問題点等についての組織的な改善力はまだ十分とは言えない。

②今後の改善方策

ＰＤＣＡの在り方を抜本的に見直し，組織的な取り組みとして新ＰＤＣＡをより充実させ，学校の組織力の向上を
図る。



（１０） 社会貢献・地域貢献

評価項目

・学校の教育資源や施設を活用した社会
貢献・地域貢献を行っているか。

4 3 2 1

外部講師の講習会等で学校の教育設備を利用していただい
たり，学生の地域ボランティア活動や，学校設備の地域自治
会への利用，災害予防のための一時避難場所等の提供を
行っている。

・学生のボランティア活動を奨励，支援し
ているか。

4 3 2 1

ボランティア募集情報を全学生にも周知し，地域ボランティア
依頼の受入れ，実施のシステムを構築している。学校を通じ
たボランティア募集による活動は，必要に応じて教員も引率
を行い，把握している。

・地域に対する公開講座・教育訓練（公共
職業訓練等を含む）の受託等を積極的に
実施しているか。

4 3 2 1

職業訓練校からの委託を受けて受講者の教育を積極的に実
施している。健康講座など一般向け講座も独自に企画し地域
の自治会で開催しており，成果は参加者アンケートを取り，評
価されている。受託事業の管理と報告は適性になされてい
る。

③特記事項

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

①課題

なし

②今後の改善方策

なし



（１１） 国際交流

評価項目

・留学生の受入れ・派遣について戦略を持って行っ
ているか。

4 3 2 1

外国人留学生が資格取得可能な学科について
は，留学生の受入れを積極的に行っている。資格
取得学科に進学する準備段階としてのコースも拡
充していく。

・留学生の受入れ・派遣，在籍管理等において適
切な手続き等がとられているか。

4 3 2 1

外国人留学生の受入れに関し，専門の職員を配
し，現地での慎重な審査を行ったうえで適切な入
国管理手続きを行っている。在校生については
日々の記録を整備し，適切な在籍管理を行ってい
る。

・留学生の学修・生活指導等について学内に適切
な体制が整備されているか。

4 3 2 1

留学生担当の職員を配するほか，学科を横断し
た教員による留学生の学習，生活指導担当の委
員会を作り，全校をあげての組織的な取り組みを
行っている。

・学習成果が国内外で評価される取組を取ってい
るか。

4 3 2 1 国際的な取り組みは，そこまでに至っていない。

③特記事項

なし

３．評価項目の達成及び取組状況

適切：４，ほぼ適切：３，
やや不適切：２，不適切：１

①課題

学生ごとの日本語能力の格差のほか，国による生活習慣や基本的考え方の違いが大きく，これまでの日本式
教育方法がそのままでは通用しないなかでの，全般的な学習意欲の向上と維持に課題がある。

②今後の改善方策

これまで以上に留学生の志向を考慮し，意欲的に取り組める具体的な目標設定を行い，大学進学者数や就職
者数の拡大に努める。



平成２９年度

４．学校評価の具体的な目標や計画の総合的な評価結果

平成２９年度の総括

（１）国家試験合格率
例年通り就職内定率はほぼ１００％を達成しているが，国家試験合格率については，理学療法
士６５％，介護福祉士６８％，柔道整復師７１％，はり師６８％，きゅう師８０％，美容師（通信課
程）５０％と軒並み苦戦を強いられた。年間授業計画による組織的指導の精度を更に高めてい
くことが急務である。

（２）退学率
退学率においては昨年度の６．８％から６．３％と若干低下したが，学生数が減少し，より個別
での手厚いクラス運営が望まれる状況においては，更なる努力が必要である。

（３）学校の状況
美容科通信課程の廃止，スポーツセラピスト科の募集停止，健康鍼灸科（夜間部）の募集休止
と並行して，平成３０年度７月の日本語科設置に向けての準備や併設された老人ホームとの共
存等，学園組織も社会的ニーズに合わせた編成に順応してきた。その順応が地域包括ケアを
はじめとする各種ボランティア活動をより活発にし，地域社会への貢献拡大に繋げてきたこと
で，これまで以上に社会的価値を向上させる足掛かりとしていきたい。

（４）今後の取組み
ＰＤＣＡシステムの再構築により業務の優先順位を明確にすることで，国家試験合格率の向上
や留学生受入れ体制の強化を図りながら，地域から必要とされる「専門力を含めた人間として
の総合力」を成し得る育成機関を目指していく。



１．学校の教育目標　平成３０年度

１　学校経営スローガン　各学科の「専門力を含めた人間としての総合力」の育成

２　重点教育目標
　　（１）学生募集―最低目標人数１３０名
　　（２）「鍛えて伸ばす授業」と「国家試験合格率１００％」達成
　　（３）学生の願いに応え得る進路指導と「就職率１００％」達成

３　具体的な対策
　　（１）授業の充実と教育の質の向上
　　（２）豊かな人間力の育成
　　（３）退学者　不登校生の減少対策
　　（４）国家試験　進路指導の充実
　　（５）留学生の効果的な指導体制の構築
　　（６）「受け身的学生募集」から「攻めの学生募集」へ
　　（７）新ＰＤＣＡシステム導入による学校活性化

４　地域社会との関係
　　（１）新ビジョン「地域の医療・福祉を包括的に支援できる組織になる」の具体化
　　（２）各校・各関係施設等の「連携」強化と学生に還元できる取り組みの推進

２．本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画

（１）学生を「鍛え，育てる指導」の推進と国家試験合格率の向上

（２）退学者減少対策の推進

（３）「新ＰＤＣＡシステム」の導入と「組織として機能する学校づくり」の推進

（４）各課長・学科長のリーダーシップと行き届いた職員指導

（５）「報告」・「連絡」・「相談」の徹底

（６）留学生の組織的・計画的な指導の充実

（７）日常業務での若手職員の「意識啓発」と「人材育成」

（８）新ビジョンに基づく，学校・施設等の「連携強化」と具体化


